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（注)１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

  

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

第２四半期 
連結累計期間

第77期
第２四半期 
連結累計期間

第76期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 82,696 79,055 196,554

経常利益 (百万円) 1,020 178 3,563

四半期(当期)純利益 (百万円) 336 120 2,683

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,689 5,708 12,015

純資産額 (百万円) 108,223 125,821 121,923

総資産額 (百万円) 212,044 232,606 234,033

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 1.68 0.60 13.43

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.0 54.1 52.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 14,486 24,210 2,773

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,408 △10,500 △6,386

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,772 △9,163 7,378

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) 36,358 32,924 28,343

回次
第76期

第２四半期 
連結会計期間

第77期
第２四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年７月１日
至  平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益 
又は四半期純損失(△)

(円) △0.27 0.59

２ 【事業の内容】
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「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。 

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生していません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子

会社)が判断したものです。 

  

(1) 業績の状況 

①経営成績 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政策効果等を背景に内需が底堅く推移するなど、緩

やかに回復に向かいましたが、建設業界においては、公共事業を中心として建設投資は堅調を維持したも

のの、技能労働者の需給逼迫や資材の値上がりが建設コストの上昇を招くなど、厳しい経営環境が続きま

した。 

当第２四半期連結累計期間の売上高は前年同期間に比べ4.4％減少した79,055百万円となりました。損

益面では、土木事業で比較的高採算の工事を売上計上したこと等により売上総利益は同10.0％増加した

5,679百万円となりましたが、販売費及び一般管理費を賄うまでには至らず、営業損失は911百万円(前年

同期間は1,325百万円の営業損失)、経常利益は同82.6％減少した178百万円、四半期純利益は同64.1％減

少した120百万円となりました。   

セグメントの業績は次のとおりです。 

（土木事業） 

受注高は前年同期間に比べ26.5％増加した36,385百万円、売上高は同8.8％増加した30,624百万円と

なり、営業損失は281百万円(前年同期間は1,698百万円の営業損失)となりました。 

（建築事業） 

受注高は前年同期間に比べ44.7％増加した76,649百万円、売上高は同8.1％減少した44,833百万円と

なり、営業損失は1,681百万円(前年同期間は1,277百万円の営業損失)となりました。 

（不動産事業） 

不動産事業は不動産の販売及び賃貸に関する事業で、売上高は大型の不動産販売案件がなかったこと

等により前年同期間に比べ50.0％減少した1,998百万円となり、営業利益は同32.1％減少した1,180百万

円となりました。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（その他） 

その他は建設資機材等の製造及び販売に関する事業等で、売上高は前年同期間に比べ7.6％減少した

1,599百万円となり、営業損失は134百万円(前年同期間は93百万円の営業損失)となりました。 

  

②資産、負債及び純資産の状況 

 (資産) 

現金預金、投資有価証券が増加しましたが、受取手形・完成工事未収入金等が減少したこと等によ

り、前連結会計年度末に比べ1,426百万円減少した232,606百万円となりました。   

 (負債) 

未成工事受入金が増加しましたが、支払手形・工事未払金等、短期借入金が減少したこと等により、

前連結会計年度末に比べ5,325百万円減少した106,785百万円となりました。 

 (純資産) 

配当金の支払い等により利益剰余金が減少しましたが、その他有価証券評価差額金が増加したこと等

により、前連結会計年度末に比べ3,898百万円増加した125,821百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローについては、投資活動により10,500百万円、財務活

動により9,163百万円それぞれ減少しましたが、営業活動により24,210百万円増加したため、現金及び

現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ4,581百万円増加し32,924

百万円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間中の各キャッシュ・フローは次のとおりです。    

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 仕入債務の減少等により資金が減少しましたが、売上債権の減少等により、24,210百万円の資金増加

となりました。(前第２四半期連結累計期間は14,486百万円の資金増加） 

  (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 定期預金の増加や有価証券及び投資有価証券の取得等により、10,500百万円の資金減少となりまし

た。(前第２四半期連結累計期間は6,408百万円の資金減少) 

  (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 短期借入金の減少や配当金の支払い等により、9,163百万円の資金減少となりました。(前第２四半期

連結累計期間は3,772百万円の資金増加) 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当社グループの当第２四半期連結累計期間における研究開発に要した費用の総額は296百万円となり

ました。なお、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(5) 主要な設備 

前連結会計年度末において計画中であった賃貸用土地・建物の取得は平成25年４月に完了しました。
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 480,376,000

計 480,376,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成25年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 228,326,133 228,326,133
東京証券取引所
 市場第一部

単元株式数は1,000株です。

計 228,326,133 228,326,133 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(千円)

資本金残高
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成25年７月１日 
～ 

平成25年９月30日
― 228,326,133 ― 19,838,913 ― 25,322,139
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平成25年９月30日現在 

(注) １ 上記のほか、当社所有の自己株式28,640千株(12.54％)があります。 

２ ブラックロック・ジャパン㈱から平成22年６月７日付の大量保有報告書(変更報告書)の写しの送付があり、

平成22年５月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けていますが、当社として当第２四

半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。

３ シルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・エルエルピーから平成23年11月18日付の大量保有

報告書(変更報告書)の写しの送付があり、平成23年11月14日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報

告を受けていますが、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めていません。 

  

(6) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) SUB 
A/C AMERICAN CLIENTS 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店)

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT,UK 
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

18,877 8.27

NORTHERN  TRUST  CO.(AVFC)  RE 
U.S.  TAX EXEMPTED  PENSION 
FUNDS 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店)

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT,UK 
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

7,737 3.39

奥村組従業員持株会 大阪市阿倍野区松崎町二丁目２番２号 7,578 3.32

BBH BOSTON CUSTODIAN FOR 
BLACKROCK  GLOBAL  ALLOCATION 
FUND, INC. 620313 
(常任代理人 株式会社みずほ
銀行)

100 BELLEVUE PARKWAY WILMINGTON, 
DELAWARE 19809370000, USA 
(東京都中央区月島四丁目16番13号)

6,202 2.72

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 6,074 2.66

住友不動産株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 6,050 2.65

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,796 2.54

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 5,568 2.44

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 3,904 1.71

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,478 1.52

計 ― 71,265 31.21

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ブラックロック・ジャパン 
株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 1,621,000 0.71

ブラックロック・アドバイザー
ズ・エルエルシー

米国 デラウェア州 ウィルミントン
ベルビュー パークウェイ 100

7,640,500 3.35

ブラックロック(ルクセンブル
グ)エス・エー

ルクセンブルク大公国 セニンガーバーグ
L-2633 ルート・ドゥ・トレベ6D

2,553,100 1.12

ブラックロック・インスティテ
ューショナル・トラスト・カン
パニー、エヌ．エイ．

米国 カリフォルニア州
サンフランシスコ市 ハワード・ 
ストリート 400

474,200 0.21

ブラックロック・インベストメ
ント・マネジメント(ユーケー)
リミテッド

EC4R 9AS 英国 ロンドン市
キングウィリアム・ストリート 33

－ －

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

シルチェスター・インターナシ
ョナル・インベスターズ・エル
エルピー

英国 ロンドン ダブリュー１ジェイ
６ティーエル、ブルトン ストリート１、
タイム アンド ライフ ビル５階

27,287,000 11.95
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平成25年９月30日現在 

  

平成25年９月30日現在 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

28,640,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

197,402,000
197,402 ―

単元未満株式
普通株式

2,284,133
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 228,326,133 ― ―

総株主の議決権 ― 197,402 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式） 
 株式会社奥村組

大阪市阿倍野区松崎町
二丁目２番２号

28,640,000 ― 28,640,000 12.54

計 ― 28,640,000 ― 28,640,000 12.54

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載

しています。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成25年７月１

日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けていま

す。 

  

第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 13,448 32,576

受取手形・完成工事未収入金等 ※1  98,240 68,762

有価証券 15,000 8,499

販売用不動産 678 983

未成工事支出金 8,484 10,059

不動産事業支出金 2,785 2,607

仕掛品 349 830

材料貯蔵品 159 149

その他 6,942 9,554

貸倒引当金 △4,393 △4,187

流動資産合計 141,696 129,836

固定資産   

有形固定資産   

土地 26,362 27,805

その他（純額） 9,477 10,019

有形固定資産合計 35,839 37,824

無形固定資産 284 255

投資その他の資産   

投資有価証券 55,591 63,933

その他 3,529 3,525

貸倒引当金 △2,907 △2,768

投資その他の資産合計 56,213 64,690

固定資産合計 92,337 102,770

資産合計 234,033 232,606
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 47,488 42,166

短期借入金 16,416 7,982

未払法人税等 226 138

未成工事受入金 9,145 16,476

引当金 2,395 1,488

工事損失引当金 1,856 1,474

資産除去債務 74 74

その他 17,819 17,068

流動負債合計 95,423 86,869

固定負債   

長期借入金 4,128 5,216

退職給付引当金 2,023 1,453

資産除去債務 51 53

その他 10,483 13,191

固定負債合計 16,686 19,915

負債合計 112,110 106,785

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,838 19,838

資本剰余金 25,326 25,326

利益剰余金 70,136 68,459

自己株式 △12,365 △12,378

株主資本合計 102,936 101,246

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 18,987 24,574

その他の包括利益累計額合計 18,987 24,574

純資産合計 121,923 125,821

負債純資産合計 234,033 232,606
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

売上高 82,696 79,055

売上原価 77,531 73,376

売上総利益 5,164 5,679

販売費及び一般管理費 ※1  6,489 ※1  6,590

営業損失（△） △1,325 △911

営業外収益   

受取利息 78 51

受取配当金 635 516

負ののれん償却額 141 －

貸倒引当金戻入額 1,695 344

その他 108 272

営業外収益合計 2,660 1,184

営業外費用   

支払利息 86 87

為替差損 213 －

その他 13 6

営業外費用合計 314 94

経常利益 1,020 178

特別利益   

固定資産売却益 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失   

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 485 －

関係会社株式評価損 103 －

特別損失合計 590 0

税金等調整前四半期純利益 430 177

法人税、住民税及び事業税 77 68

法人税等調整額 17 △11

法人税等合計 94 57

少数株主損益調整前四半期純利益 336 120

四半期純利益 336 120
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 336 120

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2,025 5,587

その他の包括利益合計 △2,025 5,587

四半期包括利益 △1,689 5,708

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,689 5,708

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 430 177

減価償却費 382 390

負ののれん償却額 △141 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,695 △344

退職給付引当金の増減額（△は減少） △644 △569

工事損失引当金の増減額（△は減少） △660 △381

受取利息及び受取配当金 △714 △567

支払利息 86 87

固定資産売却損益（△は益） △0 △0

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 485 －

関係会社株式評価損 103 －

売上債権の増減額（△は増加） 19,528 29,477

未成工事支出金の増減額（△は増加） △469 △1,575

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 1,353 △596

仕入債務の増減額（△は減少） △5,403 △7,412

未成工事受入金の増減額（△は減少） 906 7,330

未払消費税等の増減額（△は減少） △333 △619

未収消費税等の増減額（△は増加） △595 △436

その他 1,434 △1,140

小計 14,055 23,819

利息及び配当金の受取額 713 566

利息の支払額 △86 △87

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △195 △87

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,486 24,210

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △3,000 △4,046

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △9 △4,017

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による
収入

1,000 3

有形及び無形固定資産の取得による支出 △4,444 △2,387

有形及び無形固定資産の売却による収入 0 0

貸付けによる支出 △30 △101

貸付金の回収による収入 46 50

その他 28 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,408 △10,500
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,586 △8,430

長期借入れによる収入 2,000 1,100

長期借入金の返済による支出 △11 △14

自己株式の取得による支出 △4 △12

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △1,789 △1,787

その他 △9 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,772 △9,163

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,837 4,581

現金及び現金同等物の期首残高 24,520 28,343

現金及び現金同等物の四半期末残高 36,358 32,924
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※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しています。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会

計年度末日残高に含まれています。 

  

 ２  下記の法人のマンション売買契約手付金の返済について保証を行っています。 

  

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりです。 

  

     現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりです。 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日) 

  配当金支払額 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日) 

  配当金支払額 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日)

受取手形 23百万円 －百万円

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日)

日本グランデ㈱ 17百万円 34百万円

(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日)

従業員給料手当 3,126百万円 3,035百万円

賞与引当金繰入額 375 483

退職給付費用 149 177

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日)

現金預金勘定 23,162百万円 32,576百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△4,104 △4,151

取得日から３ヶ月以内に償還期限
の到来する短期投資(有価証券)

17,299 4,500

現金及び現金同等物 36,358 32,924

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会

普通株式 1,797 ９ 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 
定時株主総会

普通株式 1,797 ９ 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
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   前第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の製造及び販売に

関する事業を含んでいます。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額５百万円はセグメント間取引消去等です。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

   当第２四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の製造及び販売に

関する事業を含んでいます。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額５百万円はセグメント間取引消去等です。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額 
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）土木事業 建築事業 不動産事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 28,156 48,810 3,998 80,965 1,730 82,696 ― 82,696

  セグメント間の内部  
 売上高又は振替高

― ― 9 9 118 127 △127 ―

計 28,156 48,810 4,008 80,975 1,848 82,824 △127 82,696

セグメント利益 
又は損失(△)

△1,698 △1,277 1,738 △1,237 △93 △1,330 5 △1,325

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額 
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）土木事業 建築事業 不動産事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 30,624 44,833 1,998 77,456 1,599 79,055 ― 79,055

  セグメント間の内部  
 売上高又は振替高

― 490 9 499 80 580 △580 ―

計 30,624 45,324 2,007 77,956 1,679 79,635 △580 79,055

セグメント利益 
又は損失(△)

△281 △1,681 1,180 △782 △134 △917 5 △911
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現金預金、受取手形・完成工事未収入金等が事業の運営において重要なものとなっており、かつ前連

結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められますが、当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価と

の差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、注記を

省略しています。 

  

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(金融商品関係)

(１株当たり情報)

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日)

１株当たり四半期純利益(円) 1.68 0.60

(算定上の基礎)

四半期純利益(百万円) 336 120

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 336 120

普通株式の期中平均株式数(株) 199,740,477 199,703,839

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成２５年１１月１１日

  株式会社 奥村組 

取 締 役 会 御 中 
  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社奥村組の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間（平成２５年７月１日から平成２５年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２５年４月

１日から平成２５年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 
  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社奥村組及び連結子会社の平成２５

年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 
  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 後 藤 紳太郎   印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 生 越 栄美子   印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年11月13日

【会社名】 株式会社奥村組

【英訳名】 ＯＫＵＭＵＲＡ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 奥 村 太加典

【最高財務責任者の役職氏名】    ―

【本店の所在の場所】 大阪市阿倍野区松崎町二丁目２番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社奥村組東日本支社

 (東京都港区芝五丁目６番１号)

株式会社奥村組名古屋支店

 (名古屋市中村区竹橋町29番８号)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



当社代表取締役社長奥村太加典は、当社の第77期第２四半期(自 平成25年７月１日 至 平成25年９

月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




